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はじめに　

頻発する自然災害に対応して、災害時にお
ける円滑かつ迅速な避難の確保及び災害対策
の実施体制の強化を図ることを目的とした、
災害対策基本法等の一部を改正する法律（令
和３年法律第30号）が、令和３年５月10日に
公布され、５月20日に施行されております。
本稿では、今回の改正に至った背景や改正の
概要について解説いたします。

1 ． 本改正の背景及び必要性につ
いて

甚大な被害をもたらした令和元年東日本台
風（台風第19号）等においては、避難勧告、
避難指示の区別等、行政による避難情報が分
かりにくいという課題が顕在化したことに加
え、避難しなかった又は避難が遅れたことに
よる被災、豪雨・浸水時の屋外移動中の被災、
高齢者等の被災等も多数発生したことから、
防災対策実行会議の下に新たに「令和元年台
風第19号等による災害からの避難に関するワ
ーキンググループ」（以下「令和元年台風第
19号WG」という。）が設置され、こうした
課題を踏まえた検討が行われました。
令和元年台風第19号WGの報告（令和２年

３月）においては、令和２年度出水期※1まで
に実施すべき対策が示されるとともに、令和

２年度も引き続き検討を行うべき事項とし
て、「災害対策基本法」（昭和36年法律第223号）
に規定される避難勧告及び避難指示の取扱
い、高齢者等の避難の実効性確保、広域避難※2

等が挙げられました。
※１： 出水期は、地域や河川により異なるが、

６月頃とされていることが多い（融雪
の影響で北海道等の寒冷地の出水期は
４月頃とされていることが多い）。

※２： 災害発生のおそれがある段階における
市町村又は都道府県の区域を越えた居
住者等の避難。

このため、令和２年度も引き続き検討を行
うべきものとされた事項については、令和２
年６月より開催された「令和元年台風第19号
等を踏まえた避難情報及び広域避難等に関す
るサブワーキンググループ」（以下「避難情
報等SWG」という。）及び「令和元年台風第
19号等を踏まえた高齢者等の避難に関するサ
ブワーキンググループ」（以下「高齢者等
SWG」という。）においてさらに検討が進め
られ、各報告がとりまとめられました。
そして、これらの報告に示された検討課題

等に対応するため、令和３年３月に「災害対
策基本法等の一部を改正する法律案」を第
204回国会に提出したところであり、衆参両
院での審議を経て令和３年４月に成立しまし
た（令和３年法律第30号）。
本法律では、第一に、災害時における円滑

かつ迅速な避難の確保をさらに促進するた
め、

「災害対策基本法等の一部を
改正する法律について」

内閣府　政策統括官（防災担当）付　参事官（防災計画担当）　小玉 典彦
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・避難勧告・避難指示の避難指示への一本化
・自ら避難することが困難な高齢者・障害者
等の避難行動要支援者ごとの避難支援等を
実施するための計画である「個別避難計画」
の作成の市町村への努力義務化  

・災害が発生するおそれ段階での国の災害対
策本部の設置

・当該本部が設置された場合における災害救
助法の適用

・広域避難に係る居住者等の受入れ等に関す
る規定の整備

等の措置を講じています。
第二に、政府への支援ニーズが高まる中、

災害対策の実施体制の強化を図るため、
・非常災害対策本部の本部長の内閣総理大臣
への変更

・非常災害に至らない規模の災害における内
閣府特命担当大臣（防災）を本部長とする
特定災害対策本部の設置

・ 内閣府における内閣府特命担当大臣（防災）
の必置化

等の措置を講じています。
なお、本法律については、大規模な水害等

が発生する可能性のある梅雨の時期までに施
行することとしていたところであり、令和３
年５月20日に施行されました。
各改正事項の詳細については、以下のとお

りです。

2 ．各改正事項について

⑴ 　災害時における円滑かつ迅速な避難の確
保

①避難勧告・避難指示の避難指示への一本化
等
令和元年台風第19号WGにおいて実施した
住民アンケートでは、避難勧告を「避難の準

備を始める段階」、「まだ避難を開始すべき段
階ではないが自主的に避難する段階」と誤っ
て認識している人が多いことや、実際に避難
するタイミングが避難勧告であると回答した
人は約４分の１と限定的であるなど、避難勧
告で避難すべきであることが理解されていな
いことが明らかになりました。
また、避難勧告と避難指示の違いが理解さ

れておらず、避難指示が発令されるまで避難
しない、いわゆる「指示待ち」の人が依然と
して多いことも明らかになりました。
さらに、避難情報等SWGにおいて、実際
に避難情報の発令を行っている市町村長に対
して実施したアンケートにおいても、避難勧
告と避難指示については、
・現行制度は避難のタイミングが２つあるよ
うで分かりづらく避難行動を起こしづらい

・住民からするとどちらも避難するという意
味では一緒であり、また勧告と指示の違い
を理解している住民は多くなく、区別する
ことに意味がない

・２段階あると避難勧告では避難しなくてい
いと誤解され、指示待ちにつながるおそれ
がある

等の理由から、避難勧告と避難指示を避難指
示へ一本化し、同じ警戒レベル（警戒レベル
４）として発令する避難情報を一つにするこ
とを求める意見が多数示されました。
以上を踏まえ、避難勧告と避難指示を避難

指示へ一本化するなど、避難情報の包括的な
見直しを行いました。

 ②個別避難計画の作成
近年の災害において、多くの高齢者・障害

者等が被災していることから、自ら避難する
ことが困難な高齢者・障害者等の避難行動要
支援者ごとの避難支援等を実施するための計
画である個別避難計画の作成を一層推進する
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【図１　災害対策基本法等の一部を改正する法律の概要】
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【図２　新たな避難情報の周知ポスター１／２】
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【図３　新たな避難情報の周知ポスター２／２】
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ことにより、高齢者等の円滑かつ迅速な避難
を図る必要があるとの高齢者等SWGの最終
取りまとめ等を受けて、一部の市町村におい
て、既に作成が進められている個別避難計画
について、全国的に作成を推進する観点から、
個別避難計画の作成を市町村の努力義務とす
ることとしました。
加えて、個別避難計画に記載された情報に

ついては、平常時には、避難行動要支援者及
び避難支援等実施者の同意を得た場合又は条
例に特別の定めがある場合において、消防機
関、民生委員などの避難支援等関係者等に対
して情報提供できることとし、さらに災害時
には、避難行動要支援者及び避難支援等実施
者の同意を得なくても避難支援等関係者等に
対して情報提供できることとするなど、避難
行動要支援者の避難の実効性を高める措置を
講じました。

③ 災害が発生するおそれ段階での国の災害対
策本部の設置／当該本部が設置された場合
における災害救助法の適用
近年、台風進路予報の精度が年々向上する

など気象予報の技術が向上しており、発災前
の段階においても大規模災害発生の事前予測
が一定程度の確度で可能となっています。こ
うした中、気象庁では、気象警報の発表基準
をはるかに超える異常な現象が予想され、重
大な災害が起こるおそれが著しく大きい場合
に「特別警報」を発表する取組を平成25年８
月から開始しています。また、特別警報の発
表（台風の場合は12時間前）を行う可能性が
ある場合、その旨を数日前から発表すること
としています。このように大規模災害発生の
事前予測が一定程度の確度で可能となってい
ることを、災害対応に最大限活かすためには、
大雨特別警報等が発表される見込みがある自
然現象について、事前の準備など発災時に備

えた対応をできるだけ早く取ることが重要で
す。
しかしながら、令和元年東日本台風におい

ては、気象庁の特別警報の発表等を受け、浸
水想定区域の住民に広域避難を呼びかけたと
ころ、避難所へ向かう車で渋滞が発生する、
渋滞を理由に避難をあきらめる等の問題が発
生しました。
以上を踏まえ、災害発生前であっても住民

等の円滑な避難等の災害応急対策を迅速に実
施できるよう、災害が発生するおそれ段階に
おいても、関係機関との総合調整等を行う国
の災害対策本部を設置できることとしまし
た。
併せて、おそれ段階において国の災害対策

本部を設置したときは、都道府県知事等は、
本部の所管区域とされた市町村の区域内にお
いて、災害救助法による救助（避難所の供与）
を実施できることとしました。

④ 広域避難に係る居住者等の受入れ等に関す
る規定の整備
災害発生後のみならず、災害の発生が予測

される場合など、より早い段階から多くの居
住者等の避難行動を促す必要性が高まってい
るところであり、特に、広域避難については、
江東５区（墨田区、江東区、足立区、葛飾区
及び江戸川区）をはじめとする全国の市区町
村において検討が進められています。
この点、災害が予測される段階における広

域避難や、避難のための居住者等の運送は、
事前に他の地方公共団体や運送事業者と締結
した協定等に基づき実施されることが基本と
なりますが、実際には、災害発生後における
課題と同様に、
・広域避難先として予定していた地方公共団
体も被災するおそれが高いため、居住者等
の受入れが困難となる
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・協定による対応として想定していた規模以
上の災害が発生するおそれがある場合に
は、追加で他の運送事業者に要請する必要
が生じる
など、協定等が十分に機能しない事態も想定
されます。
以上を踏まえ、地方公共団体間や地方公共
団体と運送事業者間の協定締結の促進を図り
つつも、災害が発生するおそれがある段階に
おける広域避難等の円滑な実施を確保するた
め、地方公共団体間の居住者等の受入れや、
地方公共団体と運送事業者間の居住者等の運
送に係る協議規定を整備しました。

⑵　災害対策の実施体制の強化
①非常災害対策本部の本部長の内閣総理大臣
への変更
近年、災害時における円滑かつ迅速な対応
についての社会的要請が高まる中、非常災害
対策本部においては、高度かつ複雑な調整を
要する災害応急対策について、的確かつ迅速
に対応することが必要とされています。
このため、これまで非常災害対策本部にお
いては、災害対策基本法上の構成員ではない
内閣総理大臣や関係閣僚が出席し、内閣総理
大臣から関係大臣に対して指示を出す等の実
務上の対応が行われてきたところです。
このような状況を踏まえ、災害対策基本法
を見直し、非常災害対策本部について、本部
長を内閣総理大臣に変更するとともに、関係
閣僚を構成員とするほか、本部長から関係指
定行政機関の長への指示権限を付与すること
などにより、迅速性や被災者へのきめ細かい
支援のため高度な判断・調整が求められる災
害応急対策について、その実施体制を強化す
ることとしました。

②非常災害に至らない規模の災害における内
閣府特命担当大臣（防災）を本部長とする
特定災害対策本部の設置
近年、災害対策基本法上の「非常災害」に

至らない規模であるものの、政府が関係閣僚
会議を開催するなど特別な対応を行う必要が
生じた災害も一定程度発生しているところで
すが、これらの災害については、
・島しょ部において大規模な土砂災害や崖崩
れ等により著しい被害が生じ、被災自治体
の限られたリソースだけでは対応が困難な
中、迅速に災害応急対策に当たる必要が生
じた

・複数の都道府県の地域に係る災害であり、
住民避難や救助について、政府における調
整の下で、被災自治体に加え周辺自治体も
含めた関係機関等が連携して機動的かつ効
果的に災害応急対策にあたる必要が生じた

等の特徴がありました。
また近年、社会的な要請や地域における事

情として、少子高齢化等に伴い自ら避難する
ことが困難で避難に支援を要する者が増加す
る一方で、発災時における災害応急対策につ
いて、迅速な避難や救助、物資供給等の面に
おいて社会的要請が一段と高まっていること
があり、非常災害に至らないような災害の発
生時においても、国の関係機関が連携して機
動的かつ効果的に災害応急対策を行うため、
政府の災害対策の実施体制を強化することが
必要となっています。
以上を踏まえ、非常災害に至らない規模の

災害であって、地域の状況等の事情を勘案し
て災害応急対策を推進するため特別の必要が
ある特定災害については、内閣府特命担当大
臣（防災）等を本部長とする特定災害対策本
部を設置できることとしました。
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③内閣府における内閣府特命担当大臣（防災）
の必置化
これまで述べてきたとおり、防災政策につ

いては、国政上の重要課題としての位置付け
がさらに高まるとともに、内閣府が実施する
防災施策については、南海トラフ地震や首都
直下地震への備え、防災意識の意識啓発・向
上など中長期的な視点で取り組んでいくこと
が求められるなど、防災担当の特命担当大臣
に求められる役割は一層高まるとともに、具
体的な施策の実施に当たっては複数の省庁の
連携を必要とするものが多いことから、高い
次元で行政各部の施策の統一を図る必要があ
ります。
平成13年１月の中央省庁再編以降、内閣府

特命担当大臣（防災）は各内閣において常に
任命されてきたところですが、頻発化する大

規模災害に適切に対応し、国民の安全の確保
に政府一体として取り組むため、防災分野を
掌理する特命担当大臣を法律上も必置するこ
ととし、政府の防災体制について組織面での
一層の強化を図ることとしました。

おわりに

本法律は、令和３年５月20日に施行されま
した。内閣府としては、梅雨・台風シーズン
にしっかりと対応するため、新しい避難情報
をはじめとする今回の改正内容について、引
き続き住民の皆様に対し十分に周知を図って
いくとともに、災害における円滑かつ迅速な
避難の実効性が確保されるよう、今後とも、
様々な取組を推進してまいります。

【図４　災害対策本部の見直しについて】


